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 大気圏核実験・福島第一発電所事故（F1NPP）等で北太平洋に流入した137Cs の海域の拡散形態を把握す

るために，領域モデルである領域海洋モデルROMSを用いて，1945年から2020年までの北太平洋における
137Csの計算を実施した．2017年9月の北太平洋の表層における137Csはごく一部の海域を除いて，約1～1.5 
Bq m-3の間で広く分布し，事故前と同程度の濃度となった．F1NPP事故前後の

137Cs濃度の低減について半

減期を検討した結果，事故により一時的に表層で総量が増えたが，表層では中層と比べて総量の低減が大

きく，表層から中層への移行する様子が分かった． 
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1.  はじめに 
 
 2011年3月11日に発生した津波により，福島第一原子

力発電所（以降，F1NPPと記述）において事故が発生し，
137Cs，134Csなどの放射性物質が放出され，そのほとんど

が北太平洋に拡散した．海域に拡散した放射性物質の経

路は，水素爆発により大気から海面に降下した経路と，

発電所からの汚染水が港内取水口近傍から直接漏えいし

た経路である2), .3), 4), 5)． 
 坪野ら1)は，北太平洋に放出された134Csの総量を，大

気からの降下した時系列2), .3)と直接漏えいの時系列4)の推

定結果を用いて，北太平洋を対象としたモデルによる拡

散計算を実施し，観測された134Cs5)と比較してこれら総

量の合計を推定した．この結果，F1NPPの事故で北太平

洋に増加した137Cs，134Csはそれぞれ16 PBqであった． 
 137Csの半減期は，約30年と長く，北太平洋の137Csは，

過去に実施された大気圏核実験により降下した影響が

2011年においても観測されている2) ,3), 4), 5)．大気圏核実験

は1960年代に盛んに実施され，事故前に観測される137Cs
は，ほぼこの年代に降下した137Csの影響がほとんどを占

める6)． 
 事故から6年目になる現状の北太平洋ので137Csの濃

度・総量については，事故直後の137Csに比べて，低減し

ていることが予想される．そして，事故前の大気圏核実

験による137Csの低減と事故後6年間の低減の仕方を比較

することは，今後の低減について考える上で有用な情報

となると考えられる．そこで本研究では，現状の表層に

おけるで137Csと低減について検討を実施した． 
 
2.  数値モデルの概要 
 
 数値モデルとして，地域海洋モデルであるROMを用

い，Csの拡散挙動を計算した．計算領域を20°S - 65°N，
109°E - 75°Wの北太平洋領域とし，日本周辺を1/12°，そ

の他領域を1/4°の可変メッシュのグリッドを採用した．

境界条件に気候値を用いて，北太平洋の気候的な状態を

再現した．また，海氷モデルの代わりに，海氷の発達す

る領域を観測値に同化する手法を用いた． 
 大気圏核実験やチェルノブイリ事故で大気から北太平

洋に降下した137Csフラックスについては，Tsumuneら6)が

設定したフラックスと同様に，降雨と137Csの降下濃度か

ら設定した．また，F1NPPの事故による 137Csのフラック

スは坪野ら1)の大気からの降下と直接漏洩の量を設定し

た． 
 137Cs の計算は坪野ら1)の計算と同様に30年のスピンア

ップした結果を初期値として， 1945から2010年にかけて，

大気圏核実験による影響による北太平洋の137Csについて

計算を実施した．そしてF1NPP事故の影響の計算を2011
年から2020年まで計算した．ただし，駆動力について気

候値を用いていることから，137Csの拡散開始時期を1年
ずつ分岐させてた5ケースのアンサンブル計算を実施し

た．以降の計算結果の評価については，5メンバーの平



 

 

均値を用いた．  
 
3.  計算結果 
 
 (1)  表層における137Csの比較（2011年9月と2017年9月の

結果） 
 図-1に2011年9月と2017年9月の表層における137Csの結

果を示す．2011年9月の北太平洋の表層では，比較的高

濃度の137Csのプルームが北太平洋の西側に存在し，約

40°Nに沿って東側に拡散している．2017年9月での北太

平洋の表層では，比較的高濃度の137Csは福島沿岸のみで

存在するが，北太平洋全体で137Csは，濃度が全体的に低

減し，濃度勾配は小さいながらも東高西低となった．

2017年9月における137Csの分布の濃度は1から2Bq m-3とな

り，事故前の濃度と同程度であった３)．唯一，20°N， 
135°E周辺に比較的高い濃度を示す領域があるが，137Cs
は約5Bq m-3であり，過去の大気圏核実験の影響と比較す

るると，高い濃度ではない． 
 
(2)  北太平洋における137Csの総量 
 図-2に北太平洋における137Csの総量と各層の比を示す．

ここにSurf，Centr，Intermは表層，中層，それ以下の層

（Surf: 0-200m，Centr: 200-600m，Interm: 600-1500m）であ

る． 
 大気圏核実験でフォールアウトした137Csにより，北太

平洋の137Csの総量は，1945年から増え続け，1966年にピ

ークとなり，その値は290PBqとなる．その後，総量は

フラックスが小さくなるため，半減期および開境界から

の流出により低下する．そして2011年のF1NPPの事故に

より，総量は62PBqから一時的に16PBq増えるが，その

後，しだいに低下し，計算の最終年である2020年12月で

は，総量が56PBとなった． 
 事故前では，総量62PB（Surf: 21PB，Centr: 30PBq，
Interm:  11PBq）であったが，事故後では総量78PB（Surf: 
34PB，Centr: 31PBq，Interm:  11PBq）となる．そして，

2020年12月では総量56PB（Surf: 19PB，Centr: 27PBq，
Interm:  10PBq）となった． 

2011年の事故後のSurfとCentrの総量の低減が異なるが，

これは，開境界からの流出の違いだけでなく，Surfから

Centrに137Csが供給されたために，このような結果となっ

たことが考えられる． 
 これら各層における137Csの低減を見る場合，低減に寄

与する開境界からの流出および実際の半減期は，両者と

もに濃度の時間微分が濃度に比例することから，濃度の

低減は対数的に低下することが予想される．そこで，事

故前後の半減期を調べると，事故前では（総量，Surf，
Centr）が19年，14年，19年であった．事故後では（総量，  

 
 
 
 

(a) 2011年9月 
 

 

(b) 2017年9月 
図-1 表層における137Csの比較 

 
 

 
a) 137Csの総量 

 

 
b）137Csの各層の比 

図-2  北太平洋における137Csの総量と各層の比 
 

 



 

 

Surf，Centr）が21年，12.5年，33年となった．このことか

ら，事故後の総量，表層は実際の137Csの半減期よりも短

いことが分かる．特に表層における137Csの半減期は実際

の半減期よりも半分以下とかなり小さい値となった．一

方で，中層では実際の半減期よりも得られた半減期は長

くなっていた．事故前の中層の半減期は，実際の半減期

よりも短いことから，事故前後の表層・中層の半減期の

違いは，事故後では137Csが一時的に表層に供給された後，

表層から中層に移行したためと考えられる．  
 
4.  まとめ 
 
 北太平洋を領域とする数値モデルを用いて．大気圏核

実験，チェルノブイリ事故および福島第一原子力発電所

事故により，北太平洋に流入した137Csの拡散について，

1945年から2020年まで計算を実施した．本研究では，

2017年9月の表層の137Csについて検討を実施した． 
 その結果，2017年9月の表層の137Csは，約1から2Bq 
m-3となり，事故前の濃度と同程度となっていた．また

F1NPP事故前後の濃度の低減について検討した結果，事

故により一時的に表層で総量が増えたが，表層から中層

への移行する様子が示された．137Csは半減期が30年と比

較的長いことから，中層に移行した137Cs を追跡すること

により北太平洋の中層域の水塊移動について検討が可能

になると考えられる．  
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